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大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構  

事業報告書  

 

「Ⅰ はじめに」 

 

本機構は、高エネルギー加速器を用いた加速器科学の素粒子・原子核、物質の構造・

機能、加速器の性能向上及び関連する基盤技術の研究並びに関連する技術開発におい

て国際的に最高水準の成果を追求するとともに、これらの融合を図ることで、新たな

学術及び応用分野の創成を目指している。 

学術研究・基礎研究を行う機関として、人類の知的資産の拡大に貢献することは最

重要課題であり、主要三共同利用実験（J-PARC、Bファクトリー、放射光）を国内外の

大学等との協力の下で着実に進めている。 

Bファクトリー実験では、Belle実験の全データの解析を継続し、レプトンフレーバー

保存則の破れの探索の新結果などの成果をあげた。また、Belle Ⅱ実験においては、平

成31年3月に開始した物理運転を継続し、データ収集時のルミノシティ（衝突性能）と

しては、衝突型加速器の世界記録を更新し3.8×1034cm-2s-1の世界最高ルミノシティを

記録するとともに、これまでに 305fb-1 のデータを収集した。  
J-PARCにおける実験では、物質・生命科学実験施設(MLF)、ニュートリノ実験施設及

びハドロン実験施設において、各共同利用実験を進めた。MLFのミュオン実験では、大

強度パルスミュオンビームを用いて、「理想の水素原子」ミュオニウムのエネルギー

状態を詳細に分析することに成功した。 

放射光を用いた実験では、物質科学、生命科学、地球科学、環境科学などの幅広い利

用研究分野において、大学等から産業界まで幅広い研究者等に利用され、最小5マイク

ロメートル角から自由にビームサイズを変えることのできる放射光X線マイクロビー

ム細胞照射技術を駆使した研究を進め、低線量の放射線にさらされたヒトやハムス

ターの細胞では、細胞核だけでなく細胞質にも放射線があたっていないとDNAに生じた

放射線による損傷を直す仕組みが十分に働かないことを解明するなどの成果があっ

た。  
また、将来計画についての開発研究として、リニアコライダー計画の加速器開発で

は、極小サイズのビーム開発として、ビーム自身の誘起電磁場による影響の評価及び

その低減研究を進めるとともに、更なる極小ビームの高度化、安定保持の技術開発に

必須となるビーム診断装置及びビーム輸送路電磁石の整備を進めた。 

加 速 器 科 学 に 関 す る 教 育 、人 材 育 成 に つ い て は 、総 合 研 究 大 学 院 大 学 の 基

盤 機 関 と し て の み な ら ず 、特 別 共 同 利 用 研 究 員 制 度（ 大 学 所 属 の 大 学 院 生 を

受 入 ）や 連 携 大 学 院 制 度（ 機 構 と 大 学 院 が 連 携 ・協 力 ）及 び セ ミ ナ ー 等 を 通

じ て 、 若 手 研 究 者 の 育 成 、 学 生 の 指 導 ・ 教 育 を 行 っ た 。  

情 報 発 信 に つ い て は 、機 構 の 活 動 を 広 く 国 民 に 理 解 し て も ら う た め 、研 究

成 果 や 社 会 ・ 大 学 等 へ の 貢 献 状 況 な ど 機 構 の 活 動 に 関 す る 情 報 を KEKチ ャ ン

ネ ル（ YouTube）や SNSを 活 用 し 、分 か り 易 い 動 画 配 信 を 積 極 的 に 行 っ た 。特

に コ ロ ナ 禍 の 状 況 で 学 校 が 休 校 と な る 中 、他 機 関 と 連 携 し て 休 校 中 の 中 学 生

に 向 け た 特 別 授 業 の 動 画 を 配 信 し た 活 動 に つ い て は 、各 種 メ デ ィ ア に 取 り 上

げ ら れ 、動 画 の 再 生 数 が 著 し く 増 加 し た ほ か 、令 和 ４ 年 度 科 学 技 術 分 野 の 文

部 科 学 大 臣 表 彰 に お い て「 多 機 関 連 携 に よ る オ ン ラ イ ン を 活 用 し た 科 学 技 術

の 理 解 増 進 」と し て 科 学 技 術 賞 を 受 賞 す る こ と と な っ た 。ま た 、財 政 面 か ら

も 機 構 の 活 動 に つ い て 理 解 を 深 め て も ら う た め 、前 年 度 の 財 務 内 容 の 分 析 結

果 を 分 か り 易 く ま と め た「 財 務 レ ポ ー ト 」を 作 成 し 、ホ ー ム ペ ー ジ で 公 開 し

た 。  

今 後 も 引 き 続 き 、研 究 の 進 展 と 研 究 者 コ ミ ュ ニ テ ィ の 動 向 を 踏 ま え た 研 究

計 画 を 推 進 す る と と も に 、大 学 、研 究 機 関 等 と の 教 育 研 究 に 関 す る 連 携 協 力

を 進 め 、 加 速 器 科 学 分 野 の 教 育 研 究 基 盤 の 向 上 を 支 援 す る こ と と し て い る 。  
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「Ⅱ 基本情報」 

１．目標 

 

法人の基本的な目標等 

［高エネルギー加速器研究機構中期目標前文より］ 

高エネルギー加速器研究機構（以下「KEK」という。）は、我が国の学術研究の中

核的システムである「大学共同利用」を行うため昭和 46 年に設立された高エネルギー

物理学研究所を起源とする。KEK は、我が国の加速器科学の総合的発展の国際的な拠

点として、国内外の研究者が最先端の研究施設等を用いた共同利用・共同研究を実施

し、人類の知的資産の拡大に貢献してきた。  

加速器科学は、高エネルギー加速器を用いて行う、物質を構成する素粒子や原子核、

それらに働く力の性質などを明らかにし、宇宙誕生の謎に迫る研究、生命体を含む物

質の構造・機能を解明する研究のみならず、これらを行うための研究手法開発、加速

器及び関連する基盤技術も含めた実験的・理論的研究であり、これらの研究は、大学

の研究・教育機能の強化にも貢献してきた。更に研究成果は産業界においても活用さ

れている。  

教育・研究に係る社会情勢は急変しており、KEK は、状況変化に対応し常に向上し

ていく組織であり続け、加速器科学の研究を進め、次のミッションを達成していく。  
 

１．国力の基礎となる知的資産の拡大と世界的地位の維持向上  

学術研究・基礎研究を行う機関として、人類の知的資産の拡大に貢献することは

最重要課題であり、主要三共同利用実験（J-PARC、B ファクトリー、放射光）を国内

外の大学等との協力の下で着実に進め、成果を発信する。こうした活動を通じて、

世界的な加速器科学の拠点の一つとして他の拠点との連携を図りつつ、その役割と

能力を維持向上させていくとともに、特にアジア・オセアニア地域との連携強化に

より同地域における加速器科学の中心的役割を果たしていく。 

また、加速器科学は産業利用も含めすそ野の広い科学分野であり、国内外の研究

者に加え、産業界にも施設の利用・共同研究の場を提供し、加速器科学の最先端の

研究を発展させるとともに、研究開発の拠点としての機能を担う。 

なお、将来の研究領域及び研究の方向性については関連分野の研究者・研究コミュ

ニティからの提案を基に、機構全体として具体的な実施計画を策定する。 

 

２．未来を担う研究人材の育成 

上述の研究活動や特別共同利用研究員制度等を通じて大学・大学院の研究・教育

機能の強化に貢献する。総合研究大学院大学の基盤機関としての教育に加え、国際

的な教育環境や異分野間交流の機会を提供することなどによって、同大学の機能強

化に取り組む。 

 

３．社会への貢献 

加速器技術等を用いた産学連携の促進などイノベーション創出への取り組みを進
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める。また、斬新な発想に基づく異分野間交流を柔軟に取り入れ、新分野創設の萌

芽とする研究成果を積極的に社会に公開し、成果の活用を図る。 

今後の発展が期待できるアジア地域との研究交流を進めるなど科学技術外交に貢

献する。 

若者や社会への情報発信や参加型プログラムの実施により、国民の理解の促進に

努める。 

 

こうしたミッションを達成するためには、組織体制面での改革も重要であり、①KEK

の特質を踏まえた優れた人材確保と人材の流動性の促進を目指し、人事制度（任期制、

年俸制等の人事制度や人事評価制度）の見直しや人事交流の促進、②機構長直属の組

織や研究を支援する基盤的組織の見直し・再編を進め、効率的・効果的な業務の推進、

③国際プロジェクトを多数進めていく上でそれを運営できる人材の育成などを進め、

組織・体制の強化を図る。 

また、国民と社会から託された資産を有効に活用し、社会から信頼される研究活動

を行うことも大きな使命である。このため社会的責任・法令遵守・リスク管理、不正

防止等も含めた内部統制を進めるとともに、業務・研究成果に係る情報公開等に努め、

国民の信頼を得ていく。 

 
 

 

２．業務内容 

 

機構は、上記の目標を達成するため、大学共同利用機関としての素粒子原子核研究

所及び物質構造科学研究所、並びにこれら研究所と同等な重要組織としての加速器研

究施設及び共通基盤研究施設を設置し、以下の業務を行っている。  

○素粒子原子核研究所 

高エネルギー加速器による素粒子及び原子核に関する実験的研究並びにこれに

関連する理論的研究を行うとともに、関連する共同利用・共同研究を推進する。 

○物質構造科学研究所 

加速器により発生させた放射光、中性子、ミュオン、低速陽電子の４つの量子

ビームを用いた物質の構造及び機能に関する実験的、理論的研究を行い、共同利

用を推進するとともに、これらの促進のために必要な技術開発を行う。 

○加速器研究施設 

各種加速器施設の建設・維持・運転を行うとともに、性能向上に関する開発研

究及び将来計画に必要な開発研究等の総合的な研究を行う。 

○共通基盤研究施設 

機構全体の共通的基盤となる研究支援業務を行うとともに、研究支援に必要と

なる基盤技術の開発研究を行う。  
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３．沿革 

 

昭和30年７月 東京大学原子核研究所設立（東京都田無町 現：西東京市） 

昭和46年４月 高エネルギー物理学研究所（全国初の大学共同利用機関）設立 

（茨城県大穂町 現：つくば市） 

昭和53年４月 東京大学理学部附属施設中間子科学実験施設設立 

（茨城県大穂町 現：つくば市） 

平成９年４月 高エネルギー加速器研究機構設立（上記の３つの組織を改組・転換) 

平成16年４月 大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構発足(法人化) 

平成17年４月 東海キャンパス設置 

平成18年２月 日本原子力研究開発機構と共同でJ-PARCセンターを設置 

 

 

４．設立に係る根拠法 

 

 国立大学法人法（平成15年法律第112号） 

 

 

５．主務大臣（主務省所管課） 

 

 文部科学大臣（文部科学省研究振興局大学研究基盤整備課） 
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６ 

７．事務所（従たる事務所を含む）の所在地 

 

つくばキャンパス：茨城県つくば市 

東 海 キ ャ ン パ ス：茨城県那珂郡東海村 
 

 

８．資本金の額 

 

５０，４２６，８９３，１５５円（全額 政府出資） 
 

 

９．在籍する学生の数 

 

総学生数 ７２人（総合研究大学院大学 博士後期課程及び５年一貫制博士課程） 
 

 

１０．役員の状況 

役 職  氏 名  任 期  経 歴  

 
機構長 

 
山内 正則 

 
令和3年4月1日 
～令和6年3月31日 

 
平成11年7月 
 
平成21年4月 
 
 
平成24年4月 
 
平成27年4月 

 
高エネルギー加速器研究機
構素粒子原子核研究所教授 
高エネルギー加速器研究機
構素粒子原子核研究所副所
長  
高エネルギー加速器研究機
構素粒子原子核研究所長  
高エネルギー加速器研究機
構長  
 

 
理事 

 
足 立  伸 一  

（ 大 学 共 同 利

用 ・ 情 報 ・ オ

ー プ ン イ ノ ベ

ー シ ョ ン ・ 評

価 ・ 広 報 担 当

）  

 
令和3年4月1日 
～令和6年3月31日 

 
平成22年10月 
 
平成30年4月 
 
 
令和3年4月 
 

 
高エネルギー加速器研究機
構物質構造科学研究所教授  
高エネルギー加速器研究機
構物質構造科学研究所副所
長  
高エネルギー加速器研究機
構理事  
 

 
理事 

 
内 丸  幸 喜  

（ 総 務 ・ 財 務

・ 男 女 共 同 参

画 ・ 機 構 改 革

・ 倫 理 担 当 ）  

 
令和3年4月1日 
～令和6年3月31日 

 
平成28年4月 
 
平成29年4月 
 
平成31年4月 
 

 
文化庁文化部長  
 
内閣衛星情報センター技術
部長  
高エネルギー加速器研究機
構理事  
 

 
理事 

 
岡田 安弘  

（ 研 究 ・ 教 育

・ 国 際 担 当 ）  

 
令和3年4月1日 
～令和6年3月31日 

 
平成12年7月 
 
平成21年10月 
 
平成24年4月 

 
高エネルギー加速器研究機
構素粒子原子核研究所教授  
高エネルギー加速器研究機
構機構長補佐  
高エネルギー加速器研究機  
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構理事  
 

 
理事 

 

 
幅 淳二  

（ J- P A R C・ 施

設 ・ リ ス ク 管

理 ・ 安 全 衛 生

担 当 ）  

 
令和3年4月1日 
～令和6年3月31日 

 
平成16年4月 
 
平成25年10月 
 
 
平成30年4月 
 

 
高エネルギー加速器研究機
構素粒子原子核研究所教授  
高エネルギー加速器研究機
構素粒子原子核研究所副所
長  
高エネルギー加速器研究機
構理事  
 

 
理事 

 

 
高橋真木子  

（ 研 究 力 強 化

担 当 ）  

 
令和3年4月1日 
～令和6年3月31日 

 
平成26年7月 
 
 
平成27年6月 
 
令和2年4月 
 

 
金沢工業大学イノベーショ
ンマネージメント研究科教
授  
東京工業大学研究・産学連
携本部長アドバイザー  
高エネルギー加速器研究機
構理事  
 

 
監事 

 
住  孝行 

 
令和2年9月1日 
～令和6年8月31日 

 
平成27年4月 
平成30年4月 
 
令和2年9月 

 
首都大学東京副学長  
首都大学東京大学院理学研
究科物理学専攻特任教授  
高エネルギー加速器研究機
構監事  
 

 
監事 

(非常勤) 

 
辻 篤子 

 
令和2年9月1日 
～令和6年8月31日 

 
平成16年 
 
平成28年10月 
 
令和2年6月 
 
令和2年9月 

 
(株)朝日新聞東京本社論説
委員  
名古屋大学国際機構特任教
授  
中部大学学術推進機構特任
教授  
高エネルギー加速器研究機
構監事 
 

 

１１．教職員の状況 

 

教員 ４６８人（うち常勤３９１人、非常勤７７人）  
職員 ５４４人（うち常勤３８８人、非常勤１５６人）  
（常勤教職員の状況）  

常勤教職員は前年度比で５人（０．６％）増加しており、平均年齢は４８．１歳  
（前年度４８．２歳）となっております。このうち、国、地方公共団体及び民間から  
 の出向者はありません。  

 

 注）常勤、非常勤の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の

公表方法等について（ガイドライン）」（総務大臣策定）に準じております。前年度

比についても、この定義に基づく比較となっております。  
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「Ⅲ 財務諸表の要約」 

 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。）  
１．貸借対照表  

(URL: https://www.kek.jp/ja/disclosure/data/statements/）  
                                 （単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 
 有形固定資産 
  土 地 
  建 物 
  減価償却累計額等 
  構築物 
  減価償却累計額等 
 機械装置 
  減価償却累計額 
  工具器具備品 
  減価償却累計額   
 建設仮勘定 
  その他の有形固定資産          
 その他の固定資産 
 
流動資産 
 現金及び預金 

 その他の流動資産 

 
 

59,120 
65,581 

△43,741 
31,766 

△12,865 
1,897 

△1,861 
154,220 

△135,274 
17,745 
1,369 

254 
 
 

7,363 

4,239 

固定負債 
 資産見返負債 
 引当金 
 その他の固定負債  
 
流動負債 
 運営費交付金債務 
 その他の流動負債 

                   
33,979 

－ 
1,180 

 
          

－ 
  11,199 

負債合計  46,359 

純資産の部  

資本金 
 政府出資金 
資本剰余金 
利益剰余金 
その他の純資産 

                  
50,426 
50,499 
2,528 

－ 

純資産合計  103,454 

資産合計 149,814 負債純資産合計 149,814 
 
 
２．損益計算書  

(URL: https://www.kek.jp/ja/disclosure/data/statements/） 

                            （単位：百万円） 

 金額 

経常費用(A) 34,173 
 
業務費 

大学院教育経費 
研究経費 
共同利用・共同研究経費 
教育研究支援経費 
受託研究費 
共同研究費 
受託事業費等 
人件費 

一般管理費 
財務費用 
雑損 

 
 

34 
1,509 

20,793 
2,026 

345 
143 
10 

8,189 
1,039 

79 
0 

経常収益(B) 34,271 
 
運営費交付金収益 
その他の収益 

 
14,869 
19,401 

臨時損益(C) 247 

目的積立金取崩額(D) 273 

当期総利益（B-A+C+D） 618 
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３．キャッシュ・フロー計算書  
(URL: https://www.kek.jp/ja/disclosure/data/statements/） 

                            （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 4,043 

  原材料等の購入による支出 
 人件費支出 
 その他の業務支出 
 運営費交付金収入 
 その他の業務収入 
  預り金の増加 

△15,418 
△8,435 

△874 
15,980 

 12,487 
304 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △3,792 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △745 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) － 

Ⅴ資金増加額（E=A+B+C+D） △493 

Ⅵ資金期首残高(F) 7,757 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 7,263 

 
 
４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

(URL: https://www.kek.jp/ja/disclosure/data/statements/） 

                              （単位：百万円） 

 金額 

Ⅰ業務費用 32,317 

 損益計算書上の費用 
 （控除）自己収入等 

34,232 
△1,915 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 
Ⅱ損益外減価償却相当額 
Ⅲ損益外減損損失相当額 
Ⅳ損益外利息費用相当額 
Ⅴ損益外除売却差額相当額 
Ⅵ引当外賞与増加見積額 
Ⅶ引当外退職給付増加見積額 
Ⅷ機会費用 
Ⅸ（控除）国庫納付額 

 
4,563 

25 
－ 
0 

△19 
△126 

229 
－ 

Ⅹ国立大学法人等業務実施コスト 36,990 

 

 

５．財務情報 

(1) 財務諸表に記載された事項の概要 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

令和３年度末現在の資産合計は前年度比 2,502 百万円（1.6％）（以下、特に断

らない限り前年度比・合計）減の 149,814 百万円となっている。 
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主な増加要因としては、建設仮勘定が J-PARC 実験装置整備等により、3,945 百

万円（28.6％）増の 17,745 百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、工具器具備品が減価償却の進行に伴い 7,352 百万

円（28.0％）減の 18,945 百万円となったことが挙げられる。 

 

（負債合計） 

令和３年度末現在の負債合計は 397 百万円（0.9％）増の 46,359 百万円となって

いる。 

主な増加要因としては、J-PARC ビーム強度増強の整備の進捗等に伴い、建設仮勘

定見返施設費が 3,866 百万円（70.7％）増の 9,335 百万円となったことが挙げられ

る。 

主な減少要因としては、中期目標期間最終年度による債務の精算に伴い、運営費

交付金債務が 907 百万円減となったことが挙げられる。 

 

（純資産合計） 

令和３年度末現在の純資産合計は 2,898 百万円（2.7％）減の 103,454 百万円と

なっている。 

主な増加要因としては、施設費及び目的積立金による資産取得等に伴い、資本剰

余金が 1,664 百万円（1.1％）増の 151,073 百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、損益外減価償却累計額が、減価償却の見合として

増加したことにより 4,535 百万円（4.9％）増の 97,536 百万円となったことが挙げ

られる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

令和３年度の経常費用は 1,453 百万円（4.4％）増の 34,173 百万円となってい

る。 

主な増加要因としては、共同利用・共同研究経費が報酬・委託・手数料や水道光

熱費の増加等に伴い 1,685 百万円（8.8％）増の 20,793 百万円となったことが挙げ

られる。 

また、主な減少要因としては、受託研究費が受託研究契約の終了等に伴い 311 百

万円（47.4％）減の 345 百万円となったことが挙げられる。 

 

（経常収益） 

令和３年度の経常収益は 1,452 百万円（4.4％）増の 34,271 百万円となってい

る。 

主な増加要因としては、補助金により執行された費用の増加等に伴い、補助金等

収益が 914 百万円（10.6％）増の 9,568 百万円となったことが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、受託研究費により執行された費用の減少等に伴い、

受託研究収益が 331 百万円（44.2％）減の 417 百万円となったことが挙げられる。 
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（当期総利益） 

 上記の経常損益の状況のほか、臨時損失として固定資産除却損等 59 百万円を計

上、臨時利益として固定資産除却等に係る見返負債戻入等 58 百万円のほか、中期

目標期間最終年度による運営費交付金精算のための収益化として運営費交付金収

益 248 百万円を計上、更に目的積立金取崩額を 273 百万円計上した結果、令和３年

度の当期総利益は、423 百万円（216.5％）増の 618 百万円となっている。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 3,155 百万円（43.8％）イン・

フロー減の 4,043 百万円となっている。 

主な増加要因としては、補助金等収入が 1,230 百万円（12.8％）増の 10,873 百

万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、運営費交付金収入が 2,788 百万円（14.9％）減の 15,980

百万円となったことが挙げられる。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 1,087 百万円（40.2％）イン・

フロー減の△3,792 百万円となっている。 

主な増加要因としては、定期預金の預入による支出が 11,400 百万円（99.1％）

減の△100 百万円となったことが挙げられる。 

主な減少要因としては、定期預金の払戻による収入が 9,300 百万円（89.4％）減

の 1,100 百万円となったことが挙げられる。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和３年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 2,615 百万円（77.8％）イン・

フロー増の△745 百万円となっている。 

主な増加要因としては、つくばキャンパス土地購入に係る借入金が令和２年度に

完済したことにより、長期借入金の返済による支出が 2,611 百万円減となったこと

が挙げられる。 

主な減少要因としては、ファイナンス・リース債務の返済による支出が 25 百万

円（3.9％）減の△664 百万円となったことが挙げられる。 

 

エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

（国立大学法人等業務実施コスト） 

令和３年度の国立大学法人等業務実施コストは 1,855 百万円（5.3％）増の 36,990

百万円となっている。 

主な増加要因としては、業務費用が 1,724 百万円（5.6％）増の 32,317 百万円と

なったことが挙げられる。 
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主な減少要因としては、損益外減価償却相当額が 147 百万円（3.1％）減の 4,563

百万円となったことが挙げられる。 

 

  (表) 主要財務データの経年表                     （単位：百万円） 

区分 平 成 29年 度  平 成 30年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  

資産合計 1 7 2 , 8 9 9  1 6 5 , 3 1 7  1 5 6 , 2 3 8  1 5 2 , 3 1 5  1 4 9 , 8 1 4  

負債合計 7 3 , 1 3 1  5 9 , 6 1 5  5 0 , 7 7 3  4 5 , 9 6 2  4 6 , 3 5 9  

純資産合計 9 9 , 7 6 8  1 0 5 , 7 0 1  1 0 5 , 4 6 4  1 0 6 , 3 5 3  1 0 3 , 4 5 4  

経常費用 2 9 , 6 6 4  2 9 , 5 2 5  3 4 , 0 7 5  3 2 , 7 2 0  3 4 , 1 7 3  

経常収益 2 9 , 7 3 8  2 9 , 5 0 3  3 4 , 3 2 4  3 2 , 8 1 9  3 4 , 2 7 1  

当期総損益 6 9  △ 2 4  2 4 9  1 9 5  6 1 8  

業務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ  9 , 4 8 5  7 , 0 3 0  4 , 7 3 6  7 , 1 9 8  4 , 0 4 3  

投資活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ  △ 4, 2 2 1  △ 1 , 8 1 9  △ 1 , 1 9 0  △ 2 , 7 0 5  △ 3 , 7 9 2  

財務活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ  △ 3, 8 1 1  △ 3 , 4 5 6  △ 3 , 5 1 7  △ 3 , 3 6 0  △ 7 4 5  

資金期末残高 4 , 8 4 1  6 , 5 9 5  6 , 6 2 4  7 , 7 5 7  7 , 2 6 3  

国立大学法人等業務

実施ｺ ｽ ﾄ  

3 3 , 2 4 7  3 3 , 4 4 8  3 6 , 4 3 9  3 5 , 1 3 4  3 6 , 9 9 0  

（内訳）      

 業務費用  2 7 , 4 2 1  2 7 , 5 1 4  3 1 , 7 2 5  3 0 , 5 9 3  3 2 , 3 1 7  

うち損益計算書上 の費用 2 9 , 6 7 5  2 9 , 5 6 2  3 4 , 0 9 0  3 2 , 8 7 5  3 4 , 2 3 2  

うち自己収入 △2, 2 5 3  △ 2,047 △ 2,365 △ 2,282 △ 1,915 

損益外減価償却相当額 6 , 2 6 9  6 , 0 3 5  4 , 8 0 8  4 , 7 0 9  4 , 5 6 3  

損益外減損損失相当額 － 0 0 0 25 

損益外利息費用相当額 － － － － － 

損益外除売却差額相当額 2  0  0  5 3  0  

引当外賞与増加見積額 △ 22  △ 0  8  △ 1 6  △ 1 9  

引当外退職給付増加見積額 △ 47 4  △ 102 △ 109 △ 335 △ 126 

 機会費用  5 0  0  5  1 3 0  2 2 9  

 (控 除 )国 庫納 付 額 － － － － － 

 

 

② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

ア．業務損益 

    素粒子原子核研究所の業務損益は、△11 百万円と前年度比 1 百万円減（12.5％減）

となっている。これは、補助金等収益が前年度比 41 百万円の減（12.1％減）となっ

たことが主な要因である。 

    物質構造科学研究所の業務損益は、△106 百万円と前年度比 81 百万円減（322.2％

減）となっている。これは、受託研究収益が前年度比 110 百万円の減（35.9％減）

となったことが主な要因である。 

    加速器研究施設の業務損益は、△165 百万円と前年度比 82 百万円増（33.0％増）

となっている。これは、運営費交付金収益が前年度比 369 百万円の増（10.0％増）

となったことが主な要因である。 

    共通基盤研究施設の業務損益は、△1 百万円と前年度比 12 百万円増（86.4％増）

となっている。これは、雑益が対前年度比 37 百万円の増（688.1％増）となったこ

とが主な要因である。 
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    機構共通の業務損益は 383 百万円と前年度比 12 百万円減（3.1％減）となってい

る。これは、資産見返負債戻入が対前年度比 82 百万円の減（5.3％減）となったこ

とが主な要因である。 

 

       (表)  業務損益の経年表                       (単位：百万円) 

区分 平 成 29年 度  平 成 30年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  

素粒子原子核研究所 △24 △ 29 △ 34 △ 9 △ 11 

物 質 構 造 科 学 研 究 所 △70 △ 14 △ 62 △ 25 △ 106 

加速器研究施設 △15 △ 110 △ 25 △ 247 △ 165 

共通基盤研究施設 44 △ 0 47 △ 14 △ 1 

機構共通 140 133 324 395 383 

合 計 74 △ 21 249 98 97 

 

イ．帰属資産 

素粒子原子核研究所の総資産は、13,142 百万円と前年度比 596 百万円の減（4.3％

減）となっている。これは、工具器具備品が前年度比 673 百万円の減（28.1％減）

となったことが主な要因である。 

物質構造科学研究所の総資産は、10,037 百万円と前年度比 616 百万円の増（6.5％

増）となっている。これは、建物が前年度比 397 百万円の増（52.9％増）となった

ことが主な要因である。 

加速器研究施設の総資産は、43,768 百万円と前年度比 6,529 百万円の減（13.0％

減）となっている。これは、工具器具備品が前年度比 5,807 百万円の減（38.4％減）

となったことが主な要因である。 

共通基盤研究施設の総資産は、8,800 百万円と前年度比 136 百万円の減（1.5％減）

となっている。これは、工具器具備品が前年度比 563 百万円の減（21.1％減）となっ

たことが主な要因である。 

機構共通の総資産は 74,065 百万円と前年度比 4,144 百万円の増（5.9％増）となっ

ている。これは、建設仮勘定が前年度比 3,248 百万円の増（24.8％増）となったこ

とが主な要因である。 

 

       (表)  帰属資産の経年表                       (単位：百万円) 

区分 平 成 29年度 平 成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

素粒子原子核研究所  15,986 15,846 14,783 13,738 13,142 

物 質 構 造 科 学 研 究 所 10,213 9,746 9,537 9,421 10,037 

加速器研究施設  64,629 63,576 57,338 50,297 43,768 

共通基盤研究施設  7,711 7,542 7,099 8,936 8,800 

機構共通  74,358 68,605 67,478 69,921 74,065 

合計 172,899 165,317 156,238 152,315 149,814 

 

③ 積立金の申請状況及び目的積立金の使用内訳等 

   次期中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上及び組織運営の

改善の財源に充てるため、当期総利益 618 百万円及び前中期目標期間繰越積立金

1,909 百万円を積立金として申請している。 
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    令和３年度においては、教育研究・組織運営改善積立金の目的に充てるため、目

的積立金を共同利用研究者宿泊施設整備関連等として 646 百万円を使用した。 

 

(2) 重要な施設等の整備等の状況 

① 当事業年度中に完成した主要施設等 

 J-PARC MLF ミュオン H ライン（取得価格 443 百万円） 

② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

 J-PARC メインリング電磁石電源 

  （当事業年度増加額 1,903 百万円、総投資見込額 6,211 百万円） 

③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

 電磁ホーン用パルス電源（取得価格 102 百万円、減価償却累計額 102 百万円） 

④ 当事業年度において担保に供した施設等 

  なし 

 

(3) 予算及び決算の概要 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示して

いるものである。 

                                                               （単位：百万円） 

区 分 
平 成 29年度 平 成 30年度 令和元年度 令和２年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 32,572 32,624 31,599 31,856 33,256 33,645 33,929 34,046 

運営費交付金収入 

施設整備費補助金 

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

補助金等収入  

自己収入  

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

目的積立金取崩 

引当金取崩 

18,222 

1,144 

40 

10,760 

269 

2,132 

－ 

2 

18,308 

1,100 

40 

10,554 

444 

2,174 

－ 

1 

18,433 

295 

40 

10,217 

282 

2,331 

－ 

－ 

18,697 

294 

40 

10,481 

393 

1,950 

－ 

－ 

17,927 

3,130 

40 

9,898 

294 

1,965 

－ 

－ 

18,360 

2,978 

40 

9,974 

593 

1,698 

－ 

－ 

18,709 

3,318 

40 

9,580 

293 

1,987 

－ 

－ 

19,094 

3,211 

40 

9,647 

604 

1,446 

－ 

2 

支出 32,572 31,736 31,599 31,080 33,256 32,746 33,929 32,492 

教育研究経費 

施設整備費 

補助金等 

産学連携等研究及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

15,726 

1,184 

10,760 

2,132 

2,769 

15,584 

1,140 

10,554 

1,687 

2,769 

15,997 

335 

10,217 

2,331 

2,717 

15,999 

334 

10,481 

1,546 

2,717 

15,554 

3,170 

9,898 

1,965 

2,666 

15,754 

3,018 

9,974 

1,331 

2,666 

16,388 

3,358 

9,580 

1,987 

2,614 

15,873 

3,251 

9,647 

1,106 

2,614 

収入－支出 － 887 － 776 － 899 － 1,553 
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（単位：百万円） 

区 分 
令和３年度 

予算 決算 差額理由 

収入 35,528 35,672  

運営費交付金収入 

施設整備費補助金 

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 

補助金等収入 

自己収入  

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

目的積立金取崩 

引当金取崩 

16,597 

5,786 

40 

10,709 

287 

1,655 

451 

－ 

16,887 

5,250 

40 

10,855 

522 

1,468 

646 

1 

(注1) 前年度から事業の一部を繰り越したこと、特殊要因経費が追加交付されたことのため。 

(注2) 事業の一部を翌年度に繰り越したこと等のため。 

 

(注3) 予算段階では予定していなかった補助金事業費が交付されたこと等のため。 

(注4) 主として財産貸付料収入等の増加に努めたため。 

(注5) 予算段階での予測に比べ受託研究等の受入が少なかったため。 

(注6）令和２年度事業における剰余金が承認されたため。 

(注7)対象者が退職したことから退職給付引当金を取り崩したため。 

支出 35,528 34,559  

教育研究経費 

施設整備費 

補助金等 

産学連携等研究及び寄附金事業費等 

長期借入金償還金 

17,336 

5,826 

10,709 

1,655 

－ 

17,310 

5,290 

10,855 

1,103 

－ 

(注8) 翌年度に継続して行う事業繰越等により、費用が減少したため。 

(注9) （注2）に示した理由により、費用が減少したため。 

(注10) （注3）に示した理由により、費用が増加したため。 

(注11) 事業の一部を翌年度に繰り越したこと等により、費用が減少したため。 

収入－支出 － 1,112  

 

 

「Ⅳ 事業に関する説明」 

 

(1) 財源の内訳（財源構造の概略等） 

当法人の経常収益は34,271百万円で、その内訳は、運営費交付金収益14,869百万円

（43.4％（対経常収益比、以下同じ。））、補助金等収益9,568百万円（27.9％）、そ

の他9,833百万円（28.7％）となっている。 

 

(2) 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

ア．素粒子原子核研究所セグメント 

素粒子原子核研究所セグメントは、高エネルギー加速器による素粒子及び原子核に

関する実験的研究並びにこれに関連する理論的研究を行うとともに、関連分野の研究

者に対して研究の場を提供することを目的としている。Bファクトリー実験では、Bell

e実験の全データの解析を継続し、レプトンフレーバー保存則の破れの探索の新結果な

どの成果をあげた。また、Belle II実験においては、平成31年3月に開始した物理運転

を継続し、これまでに 305fb-1 のデータを収集した。また、J-PARCにおけるニュート

リノ実験では、令和3年4月までに 38×1020POT 分のデータを取得し、スーパーカミオ

カンデ性能向上のためのガドリニウム添加測定も成功裏にデータを取得した。引き続

き世界のニュートリノ研究をリードし、物質優勢宇宙の謎の解明するため、1.3MWへの

ビーム増強と、測定精度向上のための新型前置測定器の製作を進めた。和光原子核科

学センターでは、短寿命核研究において、軽いTi同位体から超重元素Db同位体まで400

核種の測定に成功した。  
素粒子原子核研究所における事業の実施財源は、運営費交付金収益2,264百万円 

（60.3％（当セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、その他1,490百万円 

（39.7％）となっている。また、事業に要した経費は、人件費1,831百万円、共同利

用・共同研究経費1,227百万円、その他707百万円となっている。 
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イ．物質構造科学研究所セグメント 

物質構造科学研究所セグメントは、放射光、低速陽電子、中性子及びミュオンの4

つの異なるビームを利用し、生命体を含む物質の構造と機能に関する実験的研究を行

うとともに、それらに関連する理論的研究を推進し、また、関連分野の研究者に対し

て研究の場を提供することを目的としている。これらの量子ビームを併用したマルチ

プローブ研究によって物質・材料の表面構造、内部構造、不均一構造を明らかにする

ための量子ビーム連携研究センター(CIQuS)において、全く利用経験のない異種ビー

ムを併用したマルチプローブ研究を加速するための「発掘型共同利用」及び、産学官

連携・国際連携によって課題解決する「テーマ設定型共同研究」を実施した。更に、

コロナ禍でのマルチプローブ利用の基礎となる高速・自動測定、複数ビーム間で共用

可能な試料搬送システム、AI・機械学習を活用して必要な質のデータを得るのに必要

十分な測定を自動判定する測定システムなど、マルチプローブ基盤DX・AI環境の整備

を進めた。  
物質構造科学研究所における事業の実施財源は、運営費交付金収益1,290百万円 

（33.4％）、補助金等収益1,719百万円(44.5％)、受託研究収益195百万円（5.1％）、

その他658百万円（17.0％）となっている。また、事業に要した経費は、人件費 

1,184百万円、共同利用・共同研究経費2,201百万円、その他584百万円となってい 

る。 

 

ウ．加速器研究施設セグメント 

加速器研究施設セグメントは、加速器施設の違いなどにより加速器第一研究系から

加速器第六研究系及び応用超伝導加速器センターで構成されており、我が国における

加速器研究の中核的研究施設として、共同利用・共同研究を支えるために各種加速器

の建設・維持・運転を行うとともに、性能向上に関する開発研究及び将来計画に必要

な開発研究など総合的な研究を行うことにより、日本の加速器技術の推進を図ること

を目的としている。令和3年度は、SuperKEKB加速器では、加速器のスタディと物理デー

タの取得を適切なバランスで織り交ぜながらルミノシティ（衝突性能）を上げ、衝突

型加速器の世界記録を更新し、3.8×1034cm-2s-1を達成した。J-PARCでは、ビーム強度

の更なる増強に向けた重要な成果として、RCSにおいては、1.5MW相当のビーム試験を

実施し入射及び加速初期のビームロスを0.1%レベルまで低減することに成功し、MR

（主リング）においては、遅い取り出し用静電セプタム（ESS）でのロスを60%以上削

減できることが示された。 

   加速器研究施設における事業の実施財源は、運営費交付金収益4,057百万円 

（28.0％）、補助金等収益5,170百万円（35.7％）、その他5,253百万円（36.3％）と

 なっている。また、事業に要した経費は、共同利用・共同研究経費11,806百万円、 

 人件費2,375百万円、その他466百万円となっている。 

 

エ．共通基盤研究施設セグメント 

共通基盤研究施設セグメントは、放射線科学センター、計算科学センター、超伝導

低温工学センター及び機械工学センターで構成されており、共同利用を含む機構の研

究活動に共通する放射線・化学安全、計算機・ネットワーク、超伝導・低温技術、精

密加工・計測等に関する高度な技術支援を行うとともに、これら基盤技術に関連する

開発研究を行うことを目的としている。放射線科学センターにおいては、放射線被ば

く管理や放射線・放射能測定、放射線同位元素等の管理、化学安全管理の業務を実施
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し、安全な共同利用の実現に貢献した。機構内の放射線モニターを集中監視するシス

テムを更新し、共同利用に供される加速器や実験室の放射線線量監視をより効率的に

実施できるようにした。計算科学センターにおいては、EGS5, PHITS, Geant4などの計

算コードの研究開発、Gridなど分散システムなどの高度な計算システムに関連した研

究を行った。超伝導低温工学センターにおいては、J-PARCのニュートリノ超伝導磁石

システムやMLFミュオンビームライン用超伝導磁石システムなどの大型極低温システ

ムの運転維持管理を行い、当該実験施設の共同利用に寄与した。また、液体ヘリウム

などの冷媒供給を行うとともにヘリウムの回収再利用及び備蓄を推進し、共同利用

ユーザーが安定的にヘリウム利用実験を実施できる環境構築に貢献した。共同研究と

しては、LHCアップグレード用超伝導磁石、J-PARC g-2実験用超伝導磁石、次世代加速

器用超伝導磁石のためのNb3Sn超伝導線材、及び高温超伝導などを用いた加速器用先進

超伝導磁石に関する研究を実施した。機械工学センターにおいては、共同利用実験で

用いる実験装置等の製作、部品加工、材料や部品の提供、工作機械の提供を行い、共

同利用に貢献した。 

 共通基盤研究施設における事業の実施財源は、運営費交付金収益2,248百万円 

（74.5％）、補助金等収益433百万円（14.4%）、その他337百万円（11.2％）となっ

ている。また、事業に要した経費は、教育研究支援経費1,659百万円、人件費762百

万円、その他599百万円となっている。 

 

オ．機構共通セグメント 

機構共通セグメントは、管理部門及びJ-PARCセンターなどを主なものとして構成し

ており、管理部門である管理局は、機構の庶務、財務及び施設等に関する業務を処理

し、また、J-PARCセンターは、機構の各研究所・研究施設の協力の下、日本原子力研

究開発機構と共同で大強度陽子加速器施設（J-PARC）の運営を円滑に実施することを

目的としている。令和３年度は、引き続き機構の各研究所・研究施設の協力の下、日

本原子力研究開発機構と共同でJ-PARCの運営を円滑に実施するとともに、先端加速器

の基礎開発研究等を進めた。 

  機構共通における事業の実施財源は、運営費交付金収益5,008百万円（54.7％）、

補助金等収益1,944百万円（21.2％）、その他2,197百万円（24.0％）となってい 

る。また、事業に要した経費は、共同利用・共同研究経費5,140百万円、人件費 

2,036百万円、その他1,590百万円となっている。 

 

(3)課 題 と 対 処 方 針 等  

運 営 費 交 付 金 の 縮 減 に 対 応 す る た め 、 経 費 の 節 減 に 努 め る と と も に 、 自

己 収 入 の 獲 得 の た め 、 新 た な 特 定 募 集 寄 附 金 と し て 「 ク ラ ウ ド フ ァ ン デ ィ

ン グ 型 特 定 募 集 寄 附 金 」 を 設 置 す る な ど 、 寄 附 金 獲 得 方 策 を 積 極 的 に 展 開

し た 。 経 費 節 減 に つ い て は 、 実 験 停 止 時 に 特 高 変 圧 器 の 休 止 措 置 を 行 い 積

極 的 に 電 気 料 金 4百 万 円 の 削 減 を し た 。ESCO事 業 に お い て は 、令 和 ３ 年 度 実

績 と し て 年 間 33百 万 円 の 電 気 料 金 削 減 と な っ た 。  

自 己 収 入 に 関 し て は 、 余 裕 資 金 の 安 全 性 を 確 保 し つ つ 、 き め 細 か な 資 金

運 用 を 積 極 的 に 行 い 、 収 益 の 獲 得 に 努 め た 。  

情 報 発 信 に つ い て は 、 機 構 の 活 動 を 広 く 国 民 に 理 解 し て も ら う た め 、 研

究 成 果 や 社 会・大 学 等 へ の 貢 献 状 況 な ど 機 構 の 活 動 に 関 す る 情 報 を KEKチ ャ
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ン ネ ル（ YouTube）や SNSを 活 用 し 、分 か り 易 い 動 画 配 信 を 積 極 的 に 行 っ た 。

特 に コ ロ ナ 禍 の 状 況 で 学 校 が 休 校 と な る 中 、 他 機 関 と 連 携 し て 休 校 中 の 中

学 生 に 向 け た 特 別 授 業 の 動 画 を 配 信 し た 活 動 に つ い て は 、 各 種 メ デ ィ ア に

取 り 上 げ ら れ 、 動 画 の 再 生 数 が 著 し く 増 加 し た ほ か 、 令 和 ４ 年 度 科 学 技 術

分 野 の 文 部 科 学 大 臣 表 彰 に お い て 「 多 機 関 連 携 に よ る オ ン ラ イ ン を 活 用 し

た 科 学 技 術 の 理 解 増 進 」 と し て 科 学 技 術 賞 を 受 賞 す る こ と と な っ た 。  
 
 

 

「Ⅴ その他事業に関する事項」 

１．予算、収支計画及び資金計画 

(1)．予算 

決算報告書参照  
（ URL: https:/ /www.kek.jp/ ja/disclosure/data/statements/）  

 

 (2)．収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画 URL: ht tps:/ /www.kek.jp/ ja/disclosure/data/annual/） 

（財務諸表 URL: ht tps:/ /www.kek.jp/ ja/disclosure/data/statements/）  

 

 (3)．資金計画 

   年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画 URL: ht tps:/ /www.kek.jp/ ja/disclosure/data/annual/） 

（財務諸表 URL: ht tps:/ /www.kek.jp/ ja/disclosure/data/statements/）  

 

２．短期借入れの概要 

 該当なし 

 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細 
 
                                                              （単位：百万円） 

交付 

年度 
期首残高 

交付金 

当期交付額 

当期振替額 

期末残高 運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定見返 

運営費交付金 

資本剰余金 小 計 

平 成 30年 度  1 2  － 12  － － － 12  － 

令 和 元 年 度  1 5  － 12  2  － － 15  － 

令 和 ２年 度  8 7 9 － 67 3 1 8 7 1 8  － 87 9 － 

令 和 ３年 度  － 15, 9 8 0 1 4 , 4 1 6 1 , 2 8 4 2 7 9 － 15 , 9 8 0 － 

合  計 9 0 7 1 5 , 9 8 0 1 5 , 1 1 5 1 , 4 7 4 2 9 8 － 16 , 8 8 7 － 

 



１９ 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 
 

①  平成 30 年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内    訳 

業務達成基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
12 

①  業務達成基準を採用した事業等：法人運営活

性化支援事業 

②  当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：12 

（共同利用・共同研究経費  12） 

③  運営費交付金収益化額の積算根拠 

それぞれの事業の達成度合を勘案し、当該予算

額に対する執行率をもって進捗度とみなし収益

化 

資産見返運営

費交付金 
－ 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

計 12 

国立大学法人

会計基準第 78

第３項による

振替額 

 

0 

 

合  計 
 

12 
 

 

 

②  令和元年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内    訳 

業務達成基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
12 

① 業務達成基準を採用した事業等：法人運営活

性化支援事業、その他 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：12 

（共同利用・共同研究経費  12） 

ｲ)固定資産の取得額：研究装置等 2 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

資産見返運営

費交付金 
2 



２０ 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

－ 

それぞれの事業の達成度合を勘案し、当該予算

額に対する執行率をもって進捗度とみなし収益

化 

計 15 

国立大学法人

会計基準第 78

第３項による

振替額 

 

－ 

該当なし 

合  計 
 

15 
 

 
 

③  令和２年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内    訳 

業務達成基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
438 

① 業務達成基準を採用した事業等：大強度陽子

加速器による実験研究、SuperKEKBによる実験

研究、その他 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：438 

（共同利用・共同研究経費 438） 

ｲ)固定資産の取得額：研究装置等 205 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

それぞれの事業の達成度合を勘案し、当該予算

額に対する執行率をもって進捗度とみなし収益

化 

資産見返運営

費交付金 
187 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

18 

計 644 

費用進行基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
134 

① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：134 

(人件費 134) 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 
資本剰余金 － 



２１ 

計 134   

を収益化 

国立大学法人

会計基準第 78

第３項による

振替額 

 

100 

 

合  計 
 

879 
 

 

 

④  令和３年度交付分 

（単位：百万円） 

区  分 金 額 内    訳 

業務達成基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
3,909 

① 業務達成基準を採用した事業等：大強度陽子

加速器による実験研究、SuperKEKBによる実験

研究、その他 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：3,542 

（共同利用・共同研究経費 2,781 、その他  761） 

ｲ)固定資産の取得額：研究装置等 721 

 ｳ)その他：短期リース債務等 372 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

それぞれの事業の達成度合を勘案し、当該予算

額に対する執行率をもって進捗度とみなし収益

化 

資産見返運営

費交付金 
616 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

110 

計 4,637 

期間進行基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
9,863 

①  期間進行基準を採用した事業等：業務達成基

準及び費用進行基準を採用した業務以外の全

ての業務 

②  当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：9,804 

（人件費 6,754、共同利用・共同研究経費 

 1,171、その他 1,877） 

ｲ)固定資産の取得額：研究装置等 776 

  ｳ)その他：短期リース債務等 120 

③  運営費交付金収益化額の積算根拠 

資産見返運営

費交付金 
667 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

169 
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計 10,700 

予定された業務が実施されたため期間進行業

務に係る運営費交付金債務を全額収益化 

費用進行基準 

による振替額 

運営費交付金

収益 
495 

① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、

年俸制導入促進費、その他 

② 当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：495 

(人件費 478、一般管理費 17) 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 

を収益化 

資本剰余金 － 

計 495   

国立大学法人

会計基準第 78

第３項による

振替額 

 

147 

 

合  計 
 

15,980 
 

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細 

 

 該当なし  
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（別紙） 

■財務諸表の科目  
  

１．貸借対照表 

有形固定資産： 土地、建物、構築物等、当機構が長期にわたって使用する有

形の固定資産 

減損損失累計額： 減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計

画に比して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる

場合等に、当該固定資産の価額を回収可能サービス価額まで

減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額 

減価償却累計額等： 減価償却累計額及び減損損失累計額 

その他の有形固定資産： 図書、車両運搬具等が該当 

その他の固定資産： 無形固定資産（特許権、ソフトウェア等）、投資その他の資

産（差入保証金）が該当 

現金及び預金： 現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、

一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額 

その他の流動資産： 有価証券（一年以内に満期日が到来するもの）、たな卸資産

等が該当 

資産見返負債： 運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資

産の貸借対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産

見返負債に振り替える。計上された資産見返負債については、

当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

運営費交付金債務： 国から交付された運営費交付金の未使用相当額 

政府出資金： 国からの出資相当額 

資本剰余金： 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の

相当額 

利益剰余金： 当機構の業務に関連して発生した剰余金の累計額 

 

 

２．損益計算書 

業務費： 当機構の業務に要した経費 

大学院教育経費： 大学の要請に応じ、大学院における教育に協力すること等に

要した経費 

研究経費： 当機構の業務として行われる研究に要した経費 

共同利用・共同研究経費： 当機構の業務として行われる機構の施設等を大学の教員そ             

の他の者(共同利用者)の利用に供するために要した経費 

教育研究支援経費： 当機構の業務及び機構の施設等を共同利用者が利用する際

に、これらを支援するために設置されている施設又は組織で

あって共同利用者及び教員の双方が利用するための運営に要

した経費 

人件費： 当機構の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費 

一般管理費： 当機構の管理その他の業務を行うために要した経費 

財務費用： 支払利息等 
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運営費交付金収益： 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額 

その他の収益： 受託研究等収益、寄附金収益、施設費収益等 

臨時損益： 固定資産の除却損益、災害損失等 

目的積立金取崩額：  目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利

益）のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認さ

れた額のことであるが、それから取り崩しを行った額 

 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー： 

原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費交付金収入等当

機構の通常の業務の実施に係る資金の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー： 

固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向けた運営基盤の確

立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー： 

借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額： 

外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額 

 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト： 

当機構の業務運営に関し、現在又は将来の税財源により負担すべきコスト 

業務費用： 

当機構の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から自己収入を控除した相当額 

損益外減価償却相当額： 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産の減価

償却費相当額 

損益外減損損失相当額： 

当機構が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわらず生じた減損損失相当額 

損益外利息費用相当額： 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産に係る

資産除去債務についての時の経過による調整額 

損益外除売却差額相当額： 

講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定されない資産を売却

や除去した場合における帳簿価額との差額相当額 

引当外賞与増加見積額： 

支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞与引当金相当額の

増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外賞与引

当金見積額の総額は、貸借対照表に注記） 

引当外退職給付増加見積額： 

財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認められる場合の退職給付引
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当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度における引当外退職給

付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記） 

機会費用： 

国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本来負

担すべき金額等 


